
　　
（歳入）
　 市町村交付金（社会保障財源化分） 77,099 千円

（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 753,785 千円

（単位：千円）

国（県）
支出金

町債 その他

障害者自立支援事業 140,106 95,259 44,847

障害児支援事業 5,797 4,353 1,444

老人保護措置費 22,965 6,900 2,443 13,622

後期高齢者医療に関する経費 76,933 16,855 60,078

子育て支援医療給付事業 14,908 2,425 11,000 1,483

ひとり親家庭等医療給付事業 1,510 728 782

小　計 262,219 119,620 6,900 13,443 122,256

介護保険事業（特別会計繰出金） 95,053 3,272 91,781

後期高齢者医療事業（特別会計繰出金） 28,755 28,755

国民健康保険事業（特別会計繰出金） 57,337 13,022 44,315

小　計 181,145 16,294 164,851

後期高齢者健診事業

病院事業（病院事業会計繰出金） 307,963 283,000 24,963

大井沢歯科診療所事業（特別会計繰出金） 920 920

救急医療対策事業 861 861

妊婦健康指導事業 677 677

小　計 310,421 283,000 27,421

753,785 135,914 6,900 296,443 314,528 …①

77,099 …②

237,429 …①-②引き上げ分の地方消費税交付金を除く一般財源

引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途について

　社会保障の安定財源の確保を図る税制の抜本的な改革を行うため、平成26年4月1日から消費税及び地
方消費税の税率が5％から8％へ、令和元年10月1日から、8％から10％へ引き上げられました。この引き
上げ分に係る地方消費税交付金については、全て「社会保障施策に要する経費（事務費や事務職員の人
件費は除く）」に充てることとされています。
　本町の令和7年度一般会計決算における上記経費の充当状況は、次のとおりです。

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

事業名 経費

財源内訳

特定財源

一般財源

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　計

一般財源のうち、引き上げ分の地方消費税交付金
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